
特
集
　
有
機
農
業
、拡
大
へ
の
挑
戦
　

生
産
・
需
要
拡
充
で
有
機
農
業
の
拡
大
加
速
化

たかだ あやこ
1973年京都市生まれ。京都府立大学大学院農学研究科修
了。98年農林水産省入省。2019年東北農政局企画調整室
長、22年大臣官房秘書課首席生産専門官、25年農産局園
芸作物課園芸流通加工対策室長など。26年７月より現職。

農林水産省農産局農産政策部農業環境対策課長

髙田 文子 TAKADA Ayako

「
有
機
農
業
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」が
制
定
さ
れ
て
20
年
。有
機
農
業
の
取
り
組
み
が
拡

大
し
て
い
る
。栽
培
面
積
の
増
大
、学
校
給
食
で
の
有
機
食
品
の
活
用
や
量
販
店
の
取
り
扱

い
増
な
ど
市
場
が
拡
大
し
、消
費
者
の
認
知
度
も
高
ま
り
つ
つ
あ
る
。農
林
水
産
省
は「
有

機
農
業
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
」の
改
定
で
、さ
ら
な
る
拡
大
を
目
指
す
。

拡
大
す
る
有
機
農
業

　

近
年
、有
機
農
業
へ
の
関
心
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

２
０
２
４
年
度
末
の
有
機
取
組
面
積
は
、３
・９
８
万
㌶

と
、過
去
10
年
間
で
約
１
・
８
倍
に
拡
大
し
ま
し
た（
図

１
）。有
機
農
業
者
の
数
も
約
１
万
２
７
０
０
人
と
09
年

に
比
べ
漸
増
し
て
い
ま
す
。

　

有
機
農
業
は
農
業
の
自
然
循
環
機
能
を
大
き
く
増
進

し
、農
業
生
産
に
由
来
す
る
環
境
へ
の
負
荷
を
低
減
し

て
、生
物
多
様
性
の
保
全
や
地
球
温
暖
化
防
止
な
ど
に

寄
与
し
ま
す
。国
連
の
持
続
可
能
な
開
発
目
標（
Ｓ
Ｄ

Ｇ
s
）の
達
成
に
も
貢
献
す
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、中
東
情
勢
な
ど
国
際
情
勢
が
不
安
定
に
な
る

中
、輸
入
依
存
度
の
高
い
化
学
肥
料
を
使
用
し
な
い
有

機
栽
培
は
、国
際
情
勢
に
左
右
さ
れ
に
く
い
農
業
生
産

体
制
の
確
立
に
つ
な
が
り
、食
料
安
全
保
障
の
観
点
か

ら
も
重
要
で
す
。農
業
の
担
い
手
確
保
や
育
成
、食
育
の

推
進
、あ
る
い
は
中
山
間
地
域
な
ど
で
の
特
色
あ
る
農

業
の
展
開
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
観
点
か
ら
も
有
機
農
業
の

推
進
は
大
切
で
す
。

深
化
す
る
有
機
農
業
政
策

　

わ
が
国
で
は
、２
０
０
６
年
に「
有
機
農
業
の
推
進
に

関
す
る
法
律
」が
制
定
さ
れ
、各
種
施
策
を
講
じ
て
き
ま

し
た
。翌
07
年
に
は「
有
機
農
業
の
推
進
に
関
す
る
基
本

的
な
方
針
」が
策
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

21
年
に
は
食
料
・
農
林
水
産
業
の
生
産
力
向
上
と
持

続
性
の
両
立
を
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で
実
現
さ
せ
る
た
め
、

中
長
期
的
な
戦
略
方
針
と
し
て「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス

テ
ム
戦
略
」が
策
定
さ
れ
て
い
ま
す
。こ
の
戦
略
で
は
50

年
ま
で
の
耕
地
面
積
に
占
め
る
有
機
農
業
の
取
組
面
積

の
割
合
を
全
耕
地
面
積
の
25
％（
１
０
０
万
㌶
）に
拡
大

す
る
目
標
が
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

24
年
に
は
、食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
の
改
正
に
伴

い「
環
境
と
調
和
の
と
れ
た
食
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立
」が

新
た
な
基
本
理
念
に
位
置
付
け
ら
れ
ま
し
た
。25
年
に

は
改
正
基
本
法
に
基
づ
く
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計

画
が
策
定
さ
れ
、有
機
農
業
の
新
た
な
重
要
業
績
評
価

指
標（
Ｋ
Ｐ
Ｉ
）や
推
進
の
方
向
な
ど
が
明
記
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

さ
ら
に
26
年
６
月
に
は
、食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計

画
に
基
づ
き「
み
ど
り
加
速
化
Ｇ
Ｘ
プ
ラ
ン
」が
策
定
さ

れ
ま
し
た
。み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
の
取
り
組

み
を
加
速
し
、食
料
安
全
保
障
の
確
保
に
向
け
た
取
り

組
み
や
民
間
投
資
の
推
進
を
目
指
し
て
い
ま
す
。同
プ

ラ
ン
で
は
、30
年
を
目
途
に
集
中
的
に
取
り
組
む
べ
き

施
策
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
、そ
の
一
つ
と
し
て「
世
界
で

勝
て
る
有
機
農
業
の
面
的
拡
大
」が
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。
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ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
推
進
交
付
金
を
は
じ
め
、

さ
ま
ざ
ま
な
推
進
施
策
が
講
じ
ら
れ
、有
機
栽
培
面
積

の
増
加
ペ
ー
ス
が
速
ま
り
ま
し
た
。現
在
は
、２
０
３
０

年
ま
で
に
有
機
農
業
の
取
組
目
標
面
積
６
・
３
万
㌶
の

達
成
に
向
け
て
拡
大
し
て
い
ま
す
。

　

国
際
的
に
も
、Ｅ
Ｕ
の「
Ｆ
ａ
ｒ
ｍ 

ｔ
ｏ 

Ｆ
ｏ
ｒ
ｋ

戦
略
」策
定
な
ど
、経
済
と
環
境
を
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で

両
立
さ
せ
る
方
向
に
動
い
て
お
り
、わ
が
国
も
こ
の
よ

う
な
動
き
に
的
確
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
」の
策
定
以
降
、み

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
で
産
地
づ
く
り

　

増
加
速
度
が
速
ま
っ
た
要
因
の
一
つ
が
、22
年
に
開
始

し
た「
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
」の
創
出
で
、自
治
体
が

地
域
ぐ
る
み
で
有
機
農
業
の
生
産
か
ら
消
費
ま
で
一
貫
し

て
取
り
組
む
制
度
で
す
。26
年
８
月
ま
で

に
１
６
８
市
区
町
村
が
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク

ビ
レ
ッ
ジ
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
で
は
、技

術
講
習
会
、圃ほ

場
の
団
地
化
な
ど
の
生

産
面
は
も
ち
ろ
ん
、加
工
品
の
開
発
、

マ
ル
シ
ェ
の
開
催
と
い
っ
た
加
工
・
流

通
・
消
費
面
で
も
、各
市
区
町
村
が
地

域
の
実
情
に
応
じ
た
多
様
な
取
り
組

み
を
展
開
し
て
い
ま
す
。

　

有
機
農
産
物
の
学
校
給
食
へ
の
活
用

も
広
が
っ
て
い
ま
す
。学
校
給
食
は
、生

産
者
に
は
安
定
的
な
販
路
の
一
つ
と
な

る
他
、子
ど
も
た
ち
が
有
機
農
業
を
学

ぶ
機
会
の
提
供
に
も
つ
な
が
り
、地
域

の
魅
力
向
上
に
寄
与
し
ま
す
。農
林
水

産
省
の
調
べ
に
よ
る
と
、学
校
給
食
に

有
機
農
産
物
を
活
用
す
る
市
区
町
村

数
は
年
々
増
加
し
て
お
り
、24
年
度
に

は
３
２
８
市
区
町
村
に
増
え
ま
し
た
。

　

例
え
ば
千
葉
県
い
す
み
市
で
は
、水

稲
を
中
心
に
有
機
栽
培
を
地
域
ぐ
る

み
で
普
及
し
、学
校
給
食
に
有
機
米
を

１
０
０
％
使
用
し
て
い
ま
す
。ま
た
、

長
野
県
松
川
町
で
は
、学
校
給
食
に
有

機
米
の
他
、地
場
産
有
機
農
産
物
を
年

※有機JASほ場の面積と有機JASを取得していない農地面積の合計
※資料：農林水産省作成

※�農林水産省HP「同等性の仕組み等を利用した有機食品の輸出数量の推移」をもとに農業環境対策課作成
※EU加盟国は、2020年までは英国を含む
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図１ 日本の有機農業取組面積の推移

図２ 有機食品の輸出数量の推移
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間
を
通
じ
て
ほ
ぼ
毎
日
提
供
し
て
い
ま
す
。

　

農
地
の
少
な
い
都
市
部
で
は
、産
地
と
消
費
地
が
連

携
し
た
取
り
組
み
も
出
て
き
ま
し
た
。大
阪
府
泉
大
津

市
で
は
、北
海
道
旭
川
市
と
農
業
連
携
協
定
を
締
結
し
、

学
校
給
食
に
旭
川
産
有
機
農
産
物
を
使
用
し
て
い
ま
す
。

拡
大
す
る
有
機
食
品
市
場

　

国
内
外
の
有
機
食
品
市
場
も
拡
大
し
て
き
ま
し
た
。農

林
水
産
省
の
推
計
に
よ
る
と
、国
内
の
有
機
食
品
市
場
は

２
０
１
７
年
の
１
８
５
０
億
円
か
ら
25
年
に
は

３
５
９
５
億
円
ま
で
増
加
し
ま
し
た
。大
手
量
販
店
や
飲

食
店
で
は
自
社
農
場
で
栽
培
し
た
有
機
農
産
物
を
扱
い
、

官
公
庁
な
ど
の
食
堂
で
有
機
農
産
物
を
使
用
し
た
メ

ニ
ュ
ー
が
提
供
さ
れ
る
な
ど
販
路
が
多
様
化
し
て
い
ま
す
。

　

世
界
の
有
機
食
品
市
場
も
、24
年
に
約
24
兆
円
と
、10

年
間
で
２
倍
以
上
に
拡
大
し
ま
し
た
。日
本
か
ら
Ｅ
Ｕ

な
ど
、環
境
負
荷
低
減
に
関
心
の
高
い
海
外
市
場
へ
の

有
機
食
品
の
輸
出
も
増
加
し
て
い
ま
す
。過
去
10
年
間

に
有
機
認
証
制
度
と
同
等
性
の
仕
組
み
を
活
用
し
た
日

本
の
輸
出
数
量
は
10
倍
以
上
に
増
え
ま
し
た（
図
２
）。

特
に
日
本
食
ブ
ー
ム
や
健
康
志
向
の
高
ま
り
で
、有
機

茶
の
輸
出
が
好
調
に
推
移
し
て
い
る
他
、醤し

ょ
う
ゆ油
や
味み

噌そ

な
ど
の
加
工
食
品
も
拡
大
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
間
、農
林
水
産
省
は
有
機
農
業
の
生
産
か
ら
消

費
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
講
じ
て
き
ま
し
た
。そ
の

一
つ
が
、個
々
の
有
機
農
家
の
点
の
取
り
組
み
を
面
的

な
取
り
組
み
へ
展
開
す
る
た
め
の
有
機
農
業
実
践
拠
点

の
創
出
で
す
。06
年
の
有
機
農
業
推
進
法
制
定
当
時
は
、

有
機
農
業
者
が
個
別
に
技
術
開
発
や
販
路
開
拓
に
取
り

組
む
ケ
ー
ス
が
多
く
見
ら
れ
ま
し
た
が
、拠
点
創
出
の

支
援
に
よ
っ
て
、農
業
者
グ
ル
ー
プ
が
、情
報
の
共
有
化

や
技
術
開
発
、販
路
の
効
率
化
な
ど
、関
係
者
の
ま
と

ま
っ
た
取
り
組
み
へ
と
移
行
し
て
き
ま
し
た
。

　
「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
」策
定
後
は
、オ
ー

ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
の
創
出
を
は
じ
め
と
し
た
地
域
ぐ

る
み
の
取
り
組
み
へ
と
広
が
る
な
ど
、点
か
ら
面
の
取
り

組
み
へ
と
拡
大
し
て
い
ま
す
。量
販
店
や
加
工
業
な
ど

の
大
口
需
要
に
応
え
る
に
は
、有
機
農
産
物
を
大
量
に

安
定
供
給
で
き
る
産
地
が
欠
か
せ
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

有
機
農
業
の
取
り
組
み
が
徐
々
に
拡
大
す
る
一
方
で
、

な
お
多
く
の
課
題
が
残
っ
て
い
ま
す
。具
体
的
に
は
、生

産
者
に
と
っ
て
、除
草
や
病
害
虫
防
除
に
労
力
が
か
か

る
、有
機
農
業
の
栽
培
技
術
を
学
ぶ
機
会
が
不
足
し
て

い
る
、安
定
的
な
販
路
が
確
保
で
き
な
い
不
安
が
あ
る

―
―
な
ど
で
す
。

　

流
通
・
加
工
業
者
に
と
っ
て
は
、ロ
ッ
ト
が
小
さ
く

流
通
コ
ス
ト
が
か
さ
む
、加
工
食
品
原
料
の
安
定
調
達

が
難
し
い
、販
路
が
限
ら
れ
て
い
る
と
い
っ
た
問
題
が

あ
り
、消
費
者
に
は
生
物
多
様
性
保
全
や
環
境
負
荷
低

減
を
は
じ
め
と
し
た
有
機
農
業
の
メ
リ
ッ
ト
へ
の
理
解

不
足
と
い
っ
た
課
題
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
課
題
の
解
決
に
は
生
産
、流
通
・
加
工
、消

費
の
各
段
階
で
の
対
応
が
必
要
で
す
。

　

生
産
で
は
こ
れ
ま
で
も
、稲
作
の
水
管
理
シ
ス
テ
ム

や
ロ
ボ
ッ
ト
草
刈
り
機
な
ど
省
力
化
技
術
の
開
発
、実

証
結
果
を
踏
ま
え
た
栽
培
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
を
進
め

て
き
ま
し
た
。20
年
に
は
各
都
道
府
県
に
お
け
る
有
機

農
業
の
指
導
体
制
を
整
備
す
る
た
め
、有
機
栽
培
技
術

の
指
導
・
助
言
を
行
う「
有
機
農
業
指
導
員
」の
育
成
を

開
始
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、道
府
県
立
の
農
業
大
学
校
で
は
、全
校
が
有
機

農
業
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
化
し
、民
間
の
農
業
教
育
機
関

で
も
有
機
農
業
教
育
が
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

加
工
・
流
通
で
は
、生
産
者
と
流
通
・
加
工
業
者
と
の

連
携
体
制
づ
く
り
が
課
題
で
す
。物
流
の
共
同
利
用
に

よ
る
出
荷
ロ
ッ
ト
の
拡
大
、コ
ス
ト
の
削
減
や
、輸
入
の

有
機
加
工
原
料
か
ら
国
産
原
料
へ
の
転
換
を
促
し
て
き

ま
し
た
。

　

消
費
者
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
で
は
、国
産
有
機
食
品
を

応
援
す
る
小
売
業
者
や
外
食
産
業
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム「
国
産
有
機
サ
ポ
ー
タ
ー
ズ
」を
立
ち
上
げ
ま
し
た
。

参
加
企
業
は
26
年
６
月
末
時
点
で
１
１
１
社
に
の
ぼ
り

需
要
喚
起
や
生
産
者
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
推
進
し
て
い

ま
す
。こ
の
他
、小
売
業
者
と
連
携
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
や
マ
ル
シ
ェ
を
開
催
し
て
、消
費
者
に
有
機
食
品
の

環
境
保
全
効
果
な
ど
を
訴
え
て
い
ま
す
。

さ
ら
な
る
拡
大
へ
基
本
方
針
改
定

　
「
有
機
農
業
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
」は
概

ね
５
年
ご
と
に
見
直
し
て
お
り
、こ
れ
ま
で
に
２
回
改

定
さ
れ
ま
し
た
。

　

２
０
２
５
年
12
月
よ
り
、20
年
に
策
定
さ
れ
た
現
行

基
本
方
針
の
改
定
に
向
け
、食
料
・
農
業
・
農
村
政
策
審

議
会
果
樹
・
有
機
部
会
で
議
論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

現
行
の
基
本
方
針
で
は
、30
年
を
目
標
年
に
有
機
食

品
の
国
産
シ
ェ
ア
拡
大
な
ど
消
費
に
係
る
目
標
、有
機

農
業
の
取
組
面
積
と
い
っ
た
生
産
に
係
る
目
標
を
設
定

し
て
い
ま
す
。今
回
の
改
定
で
は
、30
年
の
目
標
を
中
間

評
価
し
、目
標
達
成
に
向
け
た
よ
り
具
体
的
な
取
り
組

み
を
検
討
し
ま
し
た
。８
月
に
食
料
・
農
業
・
農
村
政
策

審
議
会
に
よ
り
答
申
が
出
さ
れ
、新
た
な
施
策
の
方
向

性
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

　

新
た
な
基
本
方
針
で
は
、さ
ら
な
る
有
機
農
業
の
取

生産・需要拡充で有機農業の拡大加速化
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図４ �2030年目標に向けた有機農業の推進
のイメージ

図３ 新たな「有機農業の推進に関する基本的な方針」の施策のポイント

り
組
み
の
拡
大
に
向
け
て
、供
給
力
強
化
と
需
要
拡
大

の
好
循
環
を
形
成
し
て
い
く
必
要
性
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

供
給
力
強
化
で
は
、低
コ
ス
ト
で
安
定
的
に
広
域
供
給

が
可
能
と
な
る
よ
う
、産
地
の
育
成
・
強
化
、生
産
性
向

上
、産
地
間
連
携
流
通
の
合
理
化
な
ど
を
、需
要
拡
大
で

は
、有
機
農
業
の
意
義
・
特
徴
の
訴
求
や
販
路
の
多
様

化
な
ど
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、こ
れ
ら
を
支
え
る
基
礎
と
し
て
、ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
構
築
に
よ
る
技
術
開
発
・
普
及
お
よ
び
有
機
Ｊ
Ａ
Ｓ

制
度
の
利
用
し
や
す
い
環
境
づ
く
り
を
推
進
す
る
こ
と

が
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
を
実
行
す
る
た
め
、「
生
産
拡
大
」「
流
通
・
加

工
拡
大
」「
需
要
拡
大
」「
産
地
づ
く
り
」「
技
術
開
発
・
普

及
」な
ど
の
各
分
野
に
お
け
る
施
策
を
重
要
項
目
に
掲

げ
て
い
ま
す（
図
３
、４
）。

　

今
後
、新
た
な
基
本
方
針
の
下
で
、農
林
水
産
省
は
関

係
者
と
連
携
し
各
種
施
策
を
着
実
に
実
行
し
て
ま
い
り

ま
す
。�

流 通 加 工

需
要

生
産

環境整備
ネットワーク構築

広域流通

スマート農業技術

産地の育成・強化

品種・栽培技術

共同利用施設
（集出荷、加工等）

エビデンスに
基づく情報発信

新規参入者の教育 農業体験

販路の多様化

・加工品

・学校給食

・輸出

資材の調達

産地×産地
産地×消費地

（オーガニックブリッジ）

認証制度
コミュニティ

広域供給できる産地の取組 供給力強化と
需要拡大の
好循環を形成

（１）生産拡大
農業者等が円滑に有機農業に取り組むことができるよう、技術や経営に対するサポートや資材の調達の円滑化、有機認証を利用しやすい環
境づくり等に努める。また、品目ごとに栽培技術、商品特性および市場環境が異なることを踏まえ、水稲、麦・大豆、野菜、果樹、茶の品目別の
課題と方向性に留意する。
・農業者向け研修機会の充実 ・有機資材の調達等を円滑化する情報提供、有機種苗を確保しやすい

環境づくり
・農業大学校等における教育機会の充実 ・有機JAS制度を利用しやすい環境づくり
・有機農業への移行期に対応し、取り組みの定着・拡大を促す支援の検討 ・技術開発・普及を通じた単収向上や省力化
・品質の確保された堆肥の施用の推進

（２）流通・
加工拡大

国産有機農産物を安定的・継続的に供給できるよう、効率的な流通体制の構築の推進に努める。また、学校給食をはじめとした地産地消の
取組に加え、加工用、外食・中食、輸出等の販路の多様化の推進に努める。
・物流の合理化に向けた、既存の流通網の活用等による共同輸送、有機
JAS制度に対応した流通体制の構築

・多様な販路（加工・外食等）の確保

・取扱い拡大に向けた、既存の出荷・調製施設等を有する地域の農業
団体等の活動の後押し

・安定供給体制を備えた産地育成、加工・業務用需要への対応

・産地間連携等による安定的な供給体制の構築 ・同等性の活用等による輸出促進
・コスト低減による学校給食での活用の推進

（３）需要拡大 消費者の有機農業に対する理解の増進等により、有機農産物を選択する等の行動変容を促し、国産有機食品に対する需要の喚起に努める。
・エビデンスを伴った有機農業の意義・特徴の情報収集・発信 ・国等の機関や民間企業における活用の推進
・民間事業者との連携を通じた消費者のライフスタイルや行動の変容
を促す取組の推進や情報発信

・農業体験や学校給食を通じた有機農業の理解の増進、消費者と農業
者の交流拡大、産地と消費地の連携の促進

・有機JAS制度等の普及啓発、有機農産物使用の訴求方法の検討 ・学校給食等への有機農産物の供給円滑化、取組拡大のための情報提供

（４）産地づくり
有機農業により生産される農産物の生産、流通、販売および利用拡大に積極的に取り組む産地づくりの推進に努める。また、有機農業を核と
した地域づくりを進めることにより有機農業の産地の裾野を広げつつ、供給力の強化を図ることにより広域供給を可能とする産地の形成
に努める。
・有機農業を核とした地域づくりや官民共創の取組、民間投資の促進 ・共同利用施設の整備、集出荷の合理化、農業支援サービスの活用促進
・産地間および産地と消費地の連携（オーガニックブリッジ）の推進 ・有機農業に取り組む農地の確保・団地化等の推進
・供給ロットの拡大、多様な販路に対応する安定供給体制の構築 ・慣行農業を含む地域全体での生産・販売体制の構築に向けた地域の

農業団体等の活動の後押し
・スマート農業技術等導入による生産性の向上

（５）技術開発・
普及

関係者のネットワーク化を通じて有機農業技術の情報共有を図り技術の体系化を推進するとともに、次世代も見据えた技術開発ニーズにつ
いての情報共有を図るなどにより、有機農業に必要な技術の開発と普及がなされ、農業者が有機農業に取り組みやすい環境の整備に努める。
・有機農業関係者が参加するネットワーク構築 ・研究開発ニーズの共有、研究機関等へ研究開発の働きかけ
・ネットワークを通じた栽培技術、機械・資材等の情報共有、技術・指
導者へのアクセス向上

・ネットワークを通じた課題解決や指導員の情報入手円滑化による指
導体制充実

・品目・地域の実情に応じた技術等の研究開発の推進 ・地域の実情に応じた技術体系の確立

特集　有機農業、拡大への挑戦
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